
農地を所有できる法人 (農業生産法人)の要件等の見直し

農地を所有できる法人について、法人が6次産業化等を図り経営を発展させやすくする観点から要件を見直

すとともに、農地を所有できる法人の要件であることを明確にするため、農地法上の法人の呼称を変更。

改正前 (現行 ) 改正後 (平成28年4月 1日施行)
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3.事業要件
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上高の過半が農業(販売・カロエ等を含む)ト

4.構成員口議決権要件  ※構成員:株主、社員、組合員
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○ 農業関係者

・ 常時従事者、農地を提供した個人、地方公共団体、農協等の
議決権が、総議決権の書∠■駐ふ ］
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○ 農業関係者

“ 常時従事者、農地を提供した1国人、地方公共団体、農協等の
議決権が、総議決権の1∠螂
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○ 農業関係者以外の構成員
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○ 農業関係者以外の構成員
・保有できる議決権は、総議決権の上三貫素灘
・ I輻寵爵

5.役員要件    ※役員:取締役、業務執行社員、理事
○ 役員の過半が農業 (販売・カロエ等含む)の常時従事
者 (原則年間150日 以上)

○ 更に骨戯常軸樅‐事批I曇為歳彙繊雌Jが農作業に
従事 (原則年間60日 以上)

躙 晟箋こ費主馨=ユ人蹴

| が農作業に従事(原員1年間60日 以上)


